
平成24年1月27日現在

１　目的別要求・査定状況（一般会計） （単位：千円）

増減額
B-A

増減比
(％)
B/A

増減額
C-B

増減比
(％)
C/B

増減額
D-A

増減比
(％)
D/A

増減額
D-B

増減比
(％)
D/B

増減額
D-C

増減比
(％)
D/C

1.議会費 190,770 221,443 30,673 116.1 221,443 0 100.0 221,443 30,673 116.1 0 100.0 0 100.0

2.総務費 2,028,813 2,014,794 ▲ 14,019 99.3 2,022,944 8,150 100.4 2,022,944 ▲ 5,869 99.7 8,150 100.4 0 100.0

3.民生費 5,267,370 4,697,509 ▲ 569,861 89.2 4,693,709 ▲ 3,800 99.9 4,693,709 ▲ 573,661 89.1 ▲ 3,800 99.9 0 100.0

4.衛生費 2,126,408 2,094,519 ▲ 31,889 98.5 2,095,062 543 100.0 2,095,062 ▲ 31,346 98.5 543 100.0 0 100.0

5.農林水産業費 109,101 122,023 12,922 111.8 124,164 2,141 101.8 124,164 15,063 113.8 2,141 101.8 0 100.0

6.商工費 176,689 161,966 ▲ 14,723 91.7 161,966 0 100.0 161,966 ▲ 14,723 91.7 0 100.0 0 100.0

7.土木費 759,285 886,459 127,174 116.8 878,259 ▲ 8,200 99.1 886,259 126,974 116.7 ▲ 200 100.0 8,000 100.9

8.消防費 1,077,512 1,166,229 88,717 108.2 1,162,519 ▲ 3,710 99.7 1,164,113 86,601 108.0 ▲ 2,116 99.8 1,594 100.1

9.教育費 2,176,093 3,262,907 1,086,814 149.9 2,420,189 ▲ 842,718 74.2 2,422,027 245,934 111.3 ▲ 840,880 74.2 1,838 100.1

10.災害復旧費 2 2 0 100.0 2 0 100.0 2 0 100.0 0 100.0 0 100.0

11.公債費 1,409,389 1,472,263 62,874 104.5 1,472,263 0 100.0 1,472,263 62,874 104.5 0 100.0 0 100.0

12.諸支出金 1,026,355 1,001,571 ▲ 24,784 97.6 993,678 ▲ 7,893 99.2 993,678 ▲ 32,677 96.8 ▲ 7,893 99.2 0 100.0

13.予備費 40,000 40,000 0 100.0 40,000 0 100.0 40,000 0 100.0 0 100.0 0 100.0

合計 16,387,787 17,141,685 753,898 104.6 16,286,198 ▲ 855,487 95.0 16,297,630 ▲ 90,157 99.5 ▲ 844,055 95.1 11,432 100.1

※　Ｂの要求額は現時点での集計によるもので、平成24年1月10日現在の公表分から要求額を変更している場合があります。

※　Ｃの財政課査定額には、平成24年1月10日現在の公表分から変更があったものを含んでいます。

●用語の説明
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平成２４年度当初予算の要求・査定状況

高齢者・障害者・児童などの福祉の増進に必要な経費です。

H23当初予算額比 H24当初要求額比 財政課査定額比H23年度
当初予算額

A

H24年度
当初要求額

B

市長
査定額
D

財政課
査定額
C

H23当初予算額比 H24当初要求額比

市全体に関わる事務のほか、広報・企画・交通安全対策・庁舎の維持管理などに必要な経費で
す

議員の報酬や政務調査費など、議会の活動のために必要な経費です。

予見できない歳出予算の不足を補うために計上される経費です。

健康診断やごみ処理など、保健や環境衛生のために必要な経費です。

農業・畜産の振興や基盤整備などに必要な経費です。

商工業や観光の振興などに必要な経費です。

道路整備・河川の改修・橋の維持管理などに必要な経費です。

消防署の運営や消防団の活動、災害対策などに必要な経費です。

学校教育や社会教育などに必要な経費です。

自然災害などにより、被災した施設などを復旧するために必要な経費です。

市の借金返済のために必要な経費です。

公営企業や特別会計への繰り出しなどに必要な経費です。


